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論 文 要 旨 
 
１．研究テーマ 
 主題 高齢社会における集合住宅のあり方に関する研究 
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 この思想の下で、高齢社会の住宅問題を大きく集約すると図表 1-1 のように整理される。 
 
図表 1-1 高齢社会の住宅問題 
 
               新築住宅の生涯住宅化 
の推進 
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 本項では 25）、研究の必要性を示す社会的背景を説明する。 
 
（１）人口予想 
日本の人口は図表 1-2 に示すように、2010年の国勢調査による 1億 2,806万人から、2030
年には 1 億 1,662 万人となり、2060 年には 8,674 万人に減少するものと推計されている。
その人口構成においては、年少人口（0－14歳）の割合は 2010年の 13.1%から 2060年には
9.1%へ減少し、生産年齢人口（20－64 歳）の割合も 63.8%から 50.9%へ減少する。しかし、
高齢人口（65 歳以上人口）は実数において 2,924 万人から 3,464 万人に増加し、割合にお
いても 23.0%から 39.9%へと増加する。 
 







日本の世帯数の将来推計は図表 1-3に示すように、一般世帯総数において 2005年に 4,906
万世帯であったものが、2015年の 5,060万世帯までに増加した後減少に転じ、2030年には





図表 1-3 日本の世帯数と将来推計 
 




家族類型別高齢者世帯数については図表 1-4 に示すように、世帯主が 65 歳以上の世帯は
2005 年の 1,355 万世帯(総世帯数の 27.6%)から 2030 年には 1,903 万世帯(39.0%)へと 548
万世帯増加し、このうち、単独世帯は 387万世帯(7.9%)から 717万世帯(14.7%)へ 330万世
帯増加する。さらに、世帯主が 75 歳以上の世帯は 554 万世帯(11.3%)から 1,110 万世帯
(22.7%)へ 556万世帯増加し、このうち、単独世帯は 197万世帯(4.0%)から 429万世帯(8.7%)
へ 232 万世帯増加する。つまり 65 歳以上の世帯の増加の原因は 75 歳以上の世帯の増加と
言え、これは 2025年に団塊世代が 75歳以上に達することによるものである。 
 
図表 1-4 家族類型別高齢者世帯数 
指標 2005 年 2030 年 増加数 
世帯主 65歳以上 1,355 万世帯 1,903 万世帯 548 万世帯 
 うち単独世帯 387 万世帯 717 万世帯 330 万世帯 
世帯主 75歳以上 554 万世帯 1,110 万世帯 556 万世帯 
 うち単独世帯 197 万世帯 429 万世帯 232 万世帯 









国は、平均世帯人員は 2.4人から 2.6人であり、単独世帯割合は 26%から 29%と低いことが
分かる。日本は、2005 年においては傾向としてアングロサクソン系諸国に近く、平均世帯
人員で 2.56人、単独世帯割合は 29.5%である。しかし、2030年の予測では、平均世帯人員
は 2.27人、単独世帯割合も 37.4%と北欧諸国並みになることが予測されている。 
 
図表 1-5 平均世帯人員と単独世帯割合の国際比較 
国 年次 平均世帯人員（人） 単独世帯割合（％） 
スウェーデン 2005 年 2.0 人 46％ 
デンマーク 2006 年 2.2 人 38％ 
ノルウェー 2005 年 2.3 人 38％ 
イギリス 2006 年 2.4 人 29％ 
カナダ 2006 年 2.5 人 27％ 
アメリカ 2005 年 2.6 人 26％ 
日本（実績） 2005 年 2.56 人 29.5％ 
日本（予測） 2030 年 2.27 人 37.4％ 
出典：国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計（平成 20 年 3 月推計）』より筆者作成。 
 
（３）大都市への人口集中 
大都市への人口集中は世界的な傾向 26）であるが、図表 1-6 に示すように、我が国におい
ても総人口が減少する中にあって、三大都市圏の人口が総人口に占める割合は、2005 年に
50.2%であったものが 2050年には 56.7%へと一貫して増加傾向にあり、特に東京圏の割合は



























































































































な用語である「住宅」「コミュニティ」で検索すると 130 件が抽出された。一方で、Google 
Scholar で「中庭」「住宅」「コミュニティ」で検索すると 251 件が抽出された 39）。 
 これらの中から、本研究を進める上で参考となる研究を、それぞれの側面で主としてど
ちらに力点を置いているかによって、図表 1-7 に示すように分けてみた。 
 












本研究（2015）    
居住者の生活・管理 
活動など 




















































































































図表 1-8 室崎他（1982）のコミュニティモデル 
 
     基本的条件    空間構成 
               居住者属性 
           
                         [コミュニティ] 
 
   基盤          防災意識基盤   コミュニティ基盤 
     
 
   コミュニティ活動  予防活動     地域活動 
 
 
      想定被害             非常事態発生 
 











図表 1-9 コミュニティモデルの指標と調査項目 
[ 指標 ]  [ 調査項目 ] 















































  １．共用空間の使用実態 
   １）共用空間の使用実態について、実地見学により記述している。 
   ２）共用空間の安心感の把握のために、在宅時の玄関の開放と、外出時の施錠につ
いてアンケート調査で聞いている。 
  ２．コミュニティ形成の現状 
１）近所付き合いの程度 次の図表 1-10 の項目でアンケート調査している。 
 
図表 1-10 近所付き合いの程度（各住棟別） 
 内外にいる 内にいる 外にいる 内外にいない 
A:立ち話程度の付き合いをしている人がいる     
B:子供を通して行き来をしている人がいる     
C:食品などの共同購入をしている人がいる     
D:病気の時や緊急時に助け合える人がいる     
E:相談事を話し合える人がいる     
F:互いの家で食事やお酒を共にする人がいる     
G:旅行やレジャーを共にする人がいる     
H:物やお金を貸し借りする人がいる     










② 住棟ごとに、10 歳未満の子供を持つ世帯の来客頻度 
③ 来客頻度は、週 2，3 回程度、週 1 回程度、月 2，3 回程度、月１回程度、 




  ②小さな子供のいる世帯の集合住宅内での、コミュニティ形成が活発に行われている。 
























































































































































































１）ageing in place は、WHO(World Health Organization 、世界保健機関)の表記を用い
ている。エイジング・イン・プレイスの思想については本論文第２章で述べる。 
２）園田眞理子（2004）「高齢者の居住をめぐる諸課題と今後の展望」『クォータリー生活 
  福祉研究』通巻 50 号、Vol.13、No.2、5-6 頁参照。 
３）不動産協会（2006）『高齢社会における住宅のあり方に関する研究会報告書』10 頁参
照。 





等に対し支援を行う」制度を創設した。『国土交通白書 2011』194 頁より引用。 
６）2007（平成 19）年成立の「住宅確保要配慮者法」において、居住困難な高齢者を要配
慮者のカテゴリーに入れ、対応の制度は定められている。 
７）国土交通省編（2013）『国土交通白書 2013』184 頁参照。 
８）上田篤（1973）は、朝日新聞 1973 年 1 月 3 日朝刊に「住宅双六」として、地方から
出てきた若者が住宅を求めていく姿を双六になぞらえて発表した。 
９）本論文 43 頁、図表 2-15 参照。 
10）三浦展（2012）『東京は郊外から消えていく！‐首都圏高齢化・未婚化・空き家地図‐』
光文社、参照。 
11) 本論文 40 頁、図表 2-9 参照。 
12）本論文 44 頁、図表 2-16 参照。 
13）前掲書２）、参照。 














19）例えば 35 歳で、25 年のローンで住宅を購入した場合、60 歳の定年で完済し、その後
は住宅費用フリーで安定した住宅生活を想定していたが、戸建て住宅の平均的寿命は
30 年とすれば、65 歳で再び住宅問題と向き合わなければならなくなる。しかも、平均
寿命は男女とも 80歳以上と長寿化し、残りの 15年の住まいの問題が重くのしかかる。 
20）社会学者からの批判については、本論文第２章 28 頁を参照。 
21）国及び地方の長期債務残高は平成 26 年度末で、1010 兆円、対 GDP 比で 202％に達す
るといわれている。平成 26 年 10 月財務省資料より引用。 
 http://www.mof.go.jp/budget/fiscal-condition/related-data/sy014.26-10.pdf.2015/1/25 







入れを推進している運動である。第２章 2.1.3（28-29 頁）参照。 
25）本項は、安田純（2012）「日本の高齢者住宅政策の方向性と海外における政策展開の底







制御された住宅のことを総称している。ここには HEMS(Home Energy Management 
System)や、CEMS(Community Energy Management System)といった、システム的
拡がりも模索されている。三井不動産株式会社Ｓ＆Ｅ総合研究所（2013）『スマートハ
ウスとパッシブハウス』いしずえ、参照。 




29）内閣府『国民生活に関する世論調査』2011 年 10 月調査、2．（3）による。 





31）警察庁生活安全局生活安全企画課『平成 22 年中における自殺の概要資料』1 及び 4 頁
による。 
32）OECD（2005）“Society at a Glance”による。 











路形態が近隣コミュニティ形成に与える影響」『2001 年度第 36 回日本都市計画学会学
術研究論文集』475-480 頁参照。 
39）CiNii については、http://ci.nii.ac.jp/search 2013/10/10 取得。 
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40）太田勝利・久保田尚（1983）「道路が近隣のコミュニティ形成に及ぼす影響」『昭和 58
年度第 18 回日本都市計画学会学術研究発表会論文集』409-414 頁参照。 
41）前掲書 38）、参照。 
42）久保妙子（1998）「集合住宅地におけるコミュニティ生活とコミュニティ形成要因」『日






成 21 年度日本建築学会近畿支部研究報告集』65-68 頁参照。 
45）齊藤広子（2002）「戸建て住宅地における居住地マネジメント組織としての HOA 導入 









































































































図表 2-1 住まいの研究対象領域 
 単体 複合 
建築的（ハード面） 住宅 街並み 





１）「住まい」 図表 2-1 における単体としての、「住宅」及び「住まい方」の両方を含め
たものを指す。 










 また、その住棟形式にはロの字型、１の字とコの字の組み合わせ型、L 字の組み合わせ 
型、１の字の組み合わせ型など、下記に示すような住棟の組み合わせがある。 
 
  ロの字型    １の字とコの字   Ｌ字の組み合わせ型  １の字の組み合わせ型 
の組み合わせ型     
  
道路側      道路側        道路側        道路側 










              集合住宅全体 
 
           












































































































































































１）2014（平成 26）年 6 月、次期「国土形成計画全国計画」の策定を見据えて、国土交




























これを図示したものが図表 2-3 である。 
 
図表 2-3 超高齢社会におけるまちづくりの視点 
 

























保（1998）を参考に、図表 2-4 に示すようなコミュニティ形成のモデルを考えた。 
 
図表 2-4 コミュニティ形成のモデル 
 
[基本的条件]              [コミュニティ] 
 
空間的要素       コミュニティ意識 
                           コミュニティ形成 


















図表 2-5 コミュニティ形成モデルの指標と具体的調査項目 
指   標 具体的調査項目 
Ⅰ 基本的条件  




①個人属性  性別、年齢、世帯主、就業、 
趣味・サークル活動、運動習慣、 
健康状態 
 ②家族構成  家族構成、家族人数、小学生の有無、 
高齢者の有無 
  ③居住形式  居住階、居住年数、所有形態 
Ⅱ コミュニティ 
 １ コミュニティ意識 












  ①近所付き合い  近所付き合いの程度、頻度、場所、 
近所付き合いのきっかけ、 
  ②コミュニティ活動  管理組合活動、自治会活動、 
行事・イベント、サークル活動、 

















































の構造を次に示す図表 2-6 のような４層のレベルに分けてみた。 
 
















































ここで、図表 2-7 にコミュニティ生活行動のレベルを測る指標を示す。 
 
図表 2-7 コミュニティ生活行動のレベルを測る指標  




Ⅲ層 コミュニティ活動 自主的参加 サークル活動への参加の状況 
行事・イベント活動への参加の状況 
Ⅱ層 義務的参加 自治会活動への参加の状況 
管理組合活動への参加の状況 











































10年の 11.5%と比べ 1.6ポイント上昇している 22）。 
また、図表 2-8 に示すように東京圏（ここでは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県とし
ている）の住宅総数は 16,596千戸、居住世帯有の住戸数は 14,585千戸である。 
 
図表 2-8 平成 20年 全国及び東京圏の住宅数 （千戸）  
  住宅総数 居住世帯有 居住世帯なし 
全国 57,593  49,615  7,978  
東京圏       
 東京都 6,781  5,940  841  
 神奈川県 4,068  3,612  456  
 千葉県 2,718  2,345  373  
 埼玉県 3,029  2,688  341  
  東京圏計 16,596  14,585  2,011  






これを図表 2-9 に示すように建て方別でみると、全国住宅総数 49,598千戸に対し、一戸
建 27,450千戸（55.3%）、長屋建 1,330千戸（2.7%）、共同住宅 20,684千戸（41.7%）、その
他 134千戸（0.3%）となっている。東京圏でみると住宅総数 14,585千戸に対し、一戸建 5,956





図表 2-9 建て方別住宅数                     （千戸） 




       
計 
木造 非木造 
全国 49,598  27,450  1,330  20,684  2,744  17,940  134  
       比率 100.0% 55.3% 2.7% 41.7% 5.5% 36.2% 0.3% 
東京圏               
 東京都 5,940  1,687  94  4,135  615  3,520  25  
       比率 100.0% 28.4% 5.6% 69.6% 10.4% 59.3% 0.7% 
 神奈川県 3,612  1,495  80  2,028  335  1,693  9  
       比率 100.0% 41.4% 5.4% 56.1% 9.3% 46.9% 0.5% 
 千葉県  2,345  1,274  44  1,022  160  862  4  
       比率 100.0% 54.3% 3.5% 43.6% 6.8% 36.8% 0.5% 
 埼玉県 2,688  1,500  38  1,144  178  966  6  
       比率 100.0% 55.8% 2.5% 42.6% 6.6% 35.9% 0.6% 
 東京圏計 14,585  5,956  256  8,329  1,288  7,041  44  
比率  100.0% 40.8% 4.3% 57.1% 8.8% 48.3% 0.6% 
出典：総務省統計局（2009）「平成 20年住宅・土地統計調査 速報集計結果」より筆者作成。 
 
 ３）共同住宅階数別住宅数 
 全国の共同住宅 20,694千戸について階数別にみると、１・２階建が 5,716千戸（27.6%）、
3～5階建が 8,232千戸（39.8%）、6階建以上が 6,746千戸（32.6%）で、そのうち 11階建
以上は 2,631千戸（12.7%）、15階建以上は 572千戸（2.8%）となっている 24）。平成 15年か
らの増加率でみると、1・2階建は 5.6%、3～5階建は 4.6%、6階建以上は 23.7%、そのうち
11階建以上は 34.1%、15階建以上は 75.8%と高層化が進んでいることが示されている。  




図表 2-10 超高層マンション竣工戸数の推移（首都圏）            （戸） 
  平成２ 平成１２ 平成１８ 平成１９ 平成２０ 平成２１ 平成２２ 
  1990 2000 2006 2007 2008 2009 2010 
分譲 716  5,331  13,437  19,984  16,708  16,570  9,801  
賃貸 723  2,412  1,397  3,884  4,367  2,569  1,909  











図表 2-11 平成 20年 高齢者のいる世帯の所有関係別割合（全国） 
65歳以上のいる主世帯総数 18,208千戸（100%） 
持家 15,191千戸（83.4%） 
借家  2,922千戸（16.0%） 












共同建  3,242千戸（17.8%） 
その他       64千戸（0.3%） 








東京都       特別区       
全体   高齢者がいる 全体   高齢者がいる  
数 比率 数 比率 数 比率 数 比率 
総数 5,940  100.0% 1,640  100.0% 4,178  100.0% 1,135  100.0% 
     比率 100.0%   27.6%   100.0%   27.2%   
１戸建 1,687  28.4% 852  52.0% 1,012  24.2% 540  47.6% 
長屋建 94  1.6% 34  2.1% 62  1.5% 25  2.2% 
共同住宅 4,135  69.6% 742  45.2% 3,083  73.8% 560  49.3% 
 1，2階     137  8.4% 650  15.6% 108  9.5% 
 3～5階     292  17.8% 1,157  27.7% 189  16.7% 
 6～10階     162  9.9% 1,141  27.3% 123  10.8% 
 11～14階     126  7.7% 468  11.2% 104  9.2% 
 15階以上     25  1.5% 134  3.2% 22  1.9% 
その他 24  0.4% 12  0.7% 21  0.5% 10  0.9% 























図表 2-14 高齢者のいる世帯の持家の築年数 
















～昭和 25年 1,859  3.7% 3.7% 1,126  8.3% 8.3% 64  118,976  72,064  
２６～３５ 1,162  2.3% 6.0% 665  4.9% 13.2% 59  68,558  39,235  
３６～４５ 3,890  7.8% 13.9% 2,082  15.4% 28.6% 49  190,610  102,018  
４６～５５ 8,969  18.1% 32.0% 3,740  27.6% 56.1% 39  349,791  145,860  
５６～平成２ 9,958  20.1% 52.0% 2,604  19.2% 75.3% 29  288,782  75,516  
３～７ 5,286  10.7% 62.7% 942  6.9% 82.3% 21  111,006  19,782  
８～１２ 6,297  12.7% 75.4% 948  7.0% 89.3% 16  100,752  15,168  
１３～１７ 5,910  11.9% 87.3% 718  5.3% 94.6% 11  65,010  7,898  
１８～20年９月 2,714  5.5% 92.8% 236  1.7% 96.3% 7  18,998  1,652  
小計 46,045  92.8%   13,061  96.3%     1,312,483  479,193  
不突合 3,553  7.2% 100.0% 498  3.7%         
計 49,598  100.0%   13,559  100.0%         
出典：総務省統計局（2009）「平成 20年住宅・土地統計調査 速報集計結果」より筆者作成。 
 
④ 高齢者等のための設備状況 





図表 2-15 平成 20年 高齢者等のための設備状況（全国） 
全国住宅総数 49,615 千戸（100.0%） 
１）高齢者等のための設備がある 24,154千戸（48.7%） 
①手すりがある  18,524千戸（37.3%） 
②またぎやすい高さの浴槽 11,348千戸（22.9%） 
③廊下など車いす通行可能 8,003千戸（16.1%） 
④段差のない屋内    9,901千戸（20.0%） 
⑤道路から玄関まで車いす通行可能 6,166千戸（12.4%） 
２）高齢者等のための設備はない 23,949千戸（48.3%） 














図表2-16 平成 20年 高齢者のいる世帯のエレベーター設置及び高齢者対応型住宅の割合
 






















図表 2-17 高齢者住宅と施設のストックの現状 
シルバーハウジング 22,985戸（H21.3） 高齢者向け住宅 
41,458戸 サービス付高齢者向け住宅 18,473戸（H24.3） 
認知症高齢者グループホーム 138,431人（H20.10） その他施設・居住系サービス 
501,556人 有料老人ホーム 208,827人（H21.7） 
軽費老人ホーム 88,059人（H20.10） 
養護老人ホーム 66,239人（H20.10） 
特別養護老人ホーム 422,703人（H20.10） 介護保険３施設 
841,064人 老人保健施設 319,052人（H20.10） 
介護療養型医療施設 99,309人（H20.10） 
合計入居可能人数  1,404千人（注） 
出典：厚生労働省資料をもとに筆者が作成。 
注：高齢者向け住宅１戸当たり 1.5 人として計算した。 
 
図表 2-18 高齢者住宅の整備率に関する国際比較 


















































































































































































































②容積率 200～300%の地区では、街区ごとに共同の中庭を囲みながら 5～6 階建て程度
の中層ブロック型住棟が並んだ市街地を想定。1～2 階を商業などの非住宅にあて、3 階以
上を住宅とする。住宅部分の日照時間 4 時間程度は確保する。 
③400%の地区では、7 階建て程度で、1～3 階を非住宅用途にあて、4 階以上を住宅とす
る。住宅部分の日照時間は 4 時間程度を確保する。 
④商業地域においては、商業・業務系の用途を主体に考える。 




























































































流」『政策情報学会誌』Vol.6、No.1 の 97-98 頁を加筆、修正したものである。 
4）松岡洋子（2011）『エイジング・イン・プレイス（地域居住）と高齢者住宅－日本とデ
ンマークの実証的比較研究』新評論、参照。 
5）Pastalan,L.A. (1997) An introduction to international perspectives on shelter and 
serviceissues for aging populations, Journal of Housing for the Elderly, 
Vol.12,No.1/2,pp.1-7 参照。 
6）前掲書４）、19 頁参照。 
7）Houben,P.P.J. (1993)  New Combination of Housing and Care for the Elderly in the 
Netherlands, Journal of Housing and the Built Environment,Vol.8,No.3,pp.301-325
参照。 
8）Houben,P.P.J. (1997) Challenges in the Modernization of Dutch Housing and Care for the 
Elderly, Housing Studies,Vol.12,No.3,pp.355-366 参照。 
9）WHO（World Health Organization）編著、日本生活協同組合連合会医療部会翻訳・編
集（2007）『WHO アクティブ・エイジングの提唱』萌文社、21 頁より引用。 
10）同書、19 頁より引用。 
































  ①道路から建物まで高低差がある場合は、傾斜路が設置してあること。 
  ②エレベーターの入口の幅が 80㎝以上あり、乗り場ボタン及びエレベーター内の操作
盤が車いす利用者に配慮した設計になっていること。 































月 27 日、参照。 
41）原科幸彦（1999）「戦略的環境アセスメントとは何か－土地利用計画との関連に着目し















都市を考える－社会的共通資本としての都市 2－』東京大学出版会、3-4 頁参照。 
48）東京都都市整備局都市づくり政策部広域調整課『東京の土地 2012』東京都生活文化








































































































































































































































































  １．屋内と屋外の間にあいまいな領域がない 
  ２．中庭に出るドアが少ない 











































































































































































































 ①住棟の規模 戸数は平均的に 120 戸程度である。 
 ②住棟の高さ およそ 3～6 階に分布しており、中でも 4~5 階程度の住棟が多い。こ
れは建物の高さが規制されており、街並みの連続性を意識したものとなっている。 





























































































 江戸川アパートメントを建設した同潤会は、関東大震災直後の 1924 年（大正 13）5 月に、
被災者に安定した住宅を供給することを主な目的として世界各地から寄せられた義捐金を
原資に設立された財団法人である 57）。当初計画されたのは 8,000 戸の住宅建設であり、そ




が、まだ受け入れられてなかったのである 58）。  
一方、新しい都市型住宅としては、保安上の耐震・耐火性能を備えながら高層化を目指
















内田（2004）は、同潤会アパートメントの特徴を図表 3-1 のように整理している。 
 























図表 3-2 江戸川アパートメントの概要 
建設当時所在 牛込区新小川町 2－10－8 
現在所在地 新宿区新小川町 1 丁目 6 
竣工 1934 年（昭和 9）8 月 
敷地面積 2,061 坪（6，813.90ｍ２） 
延床面積 3,712 坪（12,271.07ｍ２） 
建蔽率  37％ 
容積率 180％ 
戸数  260 戸 一般向け 126 戸、独身向け 131 戸、 
店舗 1 戸、その他 2 戸 
付帯施設    児童遊園、食堂、浴室、社交室、理髪室 
出典：佐藤他、『同潤会アパートメント』22 頁を筆者改変 
 
 本所在地は、東京駅から 10 分の、飯田橋駅から徒歩６分程度の都心部に位置する。周囲
は、現在はオフィスビルや近隣商業などが立地しているが、建設当初は、出版・印刷など
の工場が多く、騒音や排気など住環境としての問題があったと思われる。 
 位置図は図表 3-3 に、配置図は図表 3-4 に示してある。 
 



























































































1990 年（平成 2）に、「幕張新都心住宅地事業計画」が策定され、計画面積 84ha（うち
公共用地 30ha、公益用地 15ha、住宅用地 39ha）、計画人口 26,000 人、計画戸数 9,400 戸
の基本フレームが示された。「国際業務都市（幕張新都心）にふさわしい居住環境と都市デ
ザインを備えた 21 世紀の都市型ライフスタイルをリードする住宅地の形成」を謳っている
71）。図表 3-5 に土地利用計画表を、図表 3-6 に土地利用計画図を示してある。 
 
図表 3-5 幕張新都心土地利用計画表                 （単位：ha） 
土地利用区分 用地面積 計 
幕張新都心 拡大地区 
業務研究用地 ５３．６ ３１．０ ８４．６ 
タウンセンター用地 ２４．６ ８．４ ３３．０ 
住宅用地 ３８．９ ― ３８．９ 
文教用地 ８７．４ ― ８７．４ 
公園緑地用地 １０３．７ ３．８ １０７．５ 
公益施設用地 １０．９ １６．８ ２７．７ 
リザーブ用地 ７．３ ― ７．３ 
道路及びその他用地 １１１．３ ２４．５ １３５．８ 
計 ４３７．７ ８４．５ ５２２．２ 
計画面積：５２２．２ha、計画人口：就業人口 約 15 万人、 居住人口：約 2 万 6 千人 











 幕張ベイタウン中層街区－パティオス街区の 22 街区のうち資料の揃った 16 街区の事業
概要を図表 3-7 に示す。 
 










住戸 店舗 事業 
主体 
開放性 入居 
時期 分譲 賃貸 計 
1番街 5.6 14 0.9 105戸 12戸 117戸 5区画 民間 開放型 1995 
2番街 5.6 17 1.8 118戸 14戸 132戸 5区画 民間 閉鎖型 1995 
3番街 5.6 17 1.1 100戸 14戸 114戸 4区画 民間 閉鎖型 1995 
4番街 5.6 14 2.3 99戸 11戸 110戸 3区画 民間 閉鎖型 1995 
5番街 5.6 16 0.9 101戸 12戸 113戸 7区画 民間 閉鎖型 1995 
6番街 5.6 15 1.1 106戸 12戸 118戸 6区画 民間 閉鎖型 1995 
小計 33.6 93 8.1 629戸 75戸 704戸 30区画    
7番街 5.5 13 1.7 0戸 120戸 120戸 0区画 公営 開放型 1995 
8番街 5.5 17 1.4 104戸 26戸 130戸 0区画 民間 閉鎖型 1996 
9番街 5.5 15 1.7 0戸 115戸 115戸 2区画 公営 開放型 1995 
10番街 5.5 15 1.9 96戸 24戸 120戸 0区画 民間 閉鎖型 1996 
77 
 
小計 22.0 60 6.7 200戸 285戸 485戸 2区画    
11番街 8.4 27 1.9 152戸 38戸 190戸 6区画 民間 開放型 1996 
12番街 5.7 18 1.6 108戸 28戸 136戸 0区画 民間 閉鎖型 1996 
13番街 5.6 15 1.5 0戸 115戸 115戸 3区画 公営 開放型 1997 
小計 19.7 60 5.0 260戸 181戸 441戸 9区画    
16番街 5.1 18 0.9 100戸 12戸 112戸 5区画 民間 閉鎖型 1997 
17番街 5.2 19 1.6 112戸 13戸 125戸 4区画 民間 閉鎖型 1997 
18番街 5.1 17 1.8 103戸 12戸 115戸 4区画 民間 閉鎖型 1997 
小計 15.4 54 4.3 315戸 37戸 352戸 13区画    
合計 90.7 267 24.1 1,405戸 578戸 1,982戸 54区画    
出典：新井他（2001）を参考に筆者作成 
 








































































































と幕張ベイタウン・パティオス街区（以下幕張という）の形態的比較表を図表 3-8 に示す。 
 
図表 3-8 江戸川アパートメントと幕張ベイタウン・パティオス街区の形態的比較表 
項目 江戸川アパートメント 幕張ベイタウン 
立地 都心型 郊外型 
規模 敷地面積 千ｍ2 ６．８ ５．６～８．４ 
   延床面積 千ｍ2 １２．３ １３～２７ 
   中庭面積 千ｍ2 １ ０．９～２．３ 
   住戸数 家族用 126、独身用 131 １１０～１９０ 
所有形態 分譲及び賃貸 分譲及び賃貸 
中庭 開放性 開放型 一部開放型、多数閉鎖型 
   アクセス性 中庭から住宅へ入る 中庭側、道路側から併存 
   遊び場 児童遊園あり 子どもの遊び場あり 
   回遊路 あり 多様 
   日照 南棟を４階に高さの調整 南面志向 
   通風 住棟に吹き抜け スリットなど 
   仕上げの材質 自然系 タイル敷きが多い 
   植栽 豊かな落葉樹 多い住棟と少ない住棟あり 
1階住戸の前庭 あり なし 
中庭への住戸諸室の向き 全て中庭へ向いている 中庭へ向いていない住戸あり 


















































































21）同書、29-30 頁引用及び 254-259 頁参照。 
22）小栗幸夫（2015）「コンパクトシティ論と政策の経緯と展望 コンパクト・クリエイテ
ィブ・コミュニティと地域主権に向けた試論」『国府台経済研究』第 25 巻、第 3 号、
11-90 頁より引用及び参照。 
23）宇沢弘文（2015）『宇沢弘文の経済学 社会的共通資本の論理』日本経済新聞出版社、





































計画系論文報告集』第 442 号、37-45 頁参照 
53）服部岑生・鈴木雅之・荒川俊介・阿部一尋・山岸義廣（1993）「ドイツを中心とするヨ
ーロッパの中庭型集合住宅の住棟・住戸計画－都市型集合住宅の建築計画（２）－」『日




































タウン物語』幕張 TMC、30-34 頁より引用。 
74）ジェイコブス、アレグザンダー、カルソープ等の発想を指しているものと思われる。 
































































































図表 4-1 中庭の構成要素がコミュニティ形成に及ぼす効果を把握するモデル 
 
[中庭の構成要素がコミュニティに影響を及ぼすフローモデル] 
中庭の構成要素       居住者の意識        中庭の利用     コミュニティの 
              への働きかけ       の促進      形成 
 
[代理指標] 
中庭の構成要素      中庭の構成要素     中庭の利用     コミュニティ形成 
               の満足度         内容        指標 
 
               中庭の総合的      中庭の利用     コミュニティ意識 








図表 4-2 中庭の構成要素とコミュニティ形成要素 
中庭の構成要素 中庭の満足度 中庭の利用内容、頻度 コミュニティ形成要素 
















 緑・植栽  緑・植栽の良さ 
 日当たり  日当たりの良さ 
 風通し  風通しの良さ 
 静けさ  静けさの確保 
 地表面の仕上げ  地表面の仕上げの良さ 
 通路・遊歩道  歩きやすさ 
 ベンチ  使いやすさ 
 住棟の高さ  住棟の高さ 
 中庭の広さ  中庭の広さ 
２．感覚的評価 ２．感覚的評価 
 囲まれている 圧迫感 
囲まれている  安心感 







きない閉鎖型から 1 棟ずつ選んだ。幕張ベイタウンは、京葉線海浜幕張駅から徒歩 10 分程



















図表 4-3-2 一般型 A 棟配置図            
 
図表 4-3-4 中庭型 C 棟配置図 
 
出典：図表 4-3-2～4.3.5 は筆者作成。 
 
図表 4-3-3 一般型 B 棟配置図 
 
図表 4-3-5 中庭型 D 棟配置図 
 






調査期間は平成 26 年 7 月から 8 月である。 
調査対象住宅の概要と調査方法は図表 4-4 の通りである。 
 
図表 4-4 調査対象住宅の概要及び調査方法 
調査住宅 一般型集合住宅 中庭型集合住宅 
A 棟 B 棟 C 棟 D 棟 
建物名 ルネ幕張 ライオンズ 
ガーデン幕張 











階数 地上 7 階 地上 7 階 地上 6 階 地上 6 階 
総戸数 107 戸 82 戸 117戸（賃貸 12戸） 120 戸（賃貸 24 戸） 
竣工年月 1988 年 3 月 1992 年 8 月 1995 年 2 月 1996 年 2 月 























































図表 4-5 コミュニティ形成モデルの指標とアンケート調査項目 
コミュニティ形成指標 アンケート調査項目 
Ⅰ部 基本的条件  
１ 空間的要素  文献資料による 
２ 人的要素 
①個人属性  性別、年齢、世帯主、就業の有無 
趣味・サークル活動、運動習慣、健康状態 
 ②家族構成  家族構成、家族人数、小学生の有無、 
高齢者の有無 
 ③居住形式  居住階、居住年数、所有形態 
Ⅱ部 コミュニティ形成 
 １ コミュニティ意識 











  コミュニティ意識はどこから生まれるか 
コミュニティへ期待するもの 
２ コミュニティ生活行動 
 ①近所付き合い  近所付き合いの程度、頻度、場所、 
近所付き合いのきっかけ、 

























































































回答者の主な基本属性を、図表 4-6 に示してある。性別では、B 棟、C 棟では女性が多いが、
A 棟、D 棟ではほぼ均等である。年齢は、各棟共 40～59 歳が多く、次いで 65 歳以上とな
っている。しかしながら、回答者以外に 65 歳以上の高齢者がいる家族は少なく、また小学
生以下の子供がいる家族も少ない。就業の有無については、A 棟、B 棟はしている人と、し















A 棟  B 棟  C 棟  D 棟  
回答者数  36 人 24 人 28 人 26 人 
性別 男性： 16 人 
女性： 20 人 
男性： 7 人 
女性： 17 人 
男性： 10 人 
女性： 18 人 
男性： 14 人 
女性： 12 人 
年齢 
 
20～39 歳： 2 人 
40～59 歳：14 人 
60～64 歳： 8 人 
65 歳～：12 人 
20～39 歳：4 人 
40～59 歳：10 人 
60～64 歳：6 人 
65 歳～：4 人 
20～39 歳：3 人 
40～59 歳：16 人 
60～64 歳：1 人 
65 歳～：8 人 
20～39 歳：1 人 
40～59 歳：12 人 
60～64 歳：3 人 
65 歳～：10 人 

































1 人：6 人 
2 人：17 人 
3 人：5 人 
4 人：8 人 
5 人以上：0 人 
1 人：0 人 
2 人：8 人 
3 人：12 人 
4 人：4 人 
5 人以上：0 人 
1 人：4 人 
2 人：11 人 
3 人：7 人 
4 人：4 人 
5 人以上：2 人 
1 人：3 人 
2 人：11 人 
3 人：5 人 
4 人：5 人 























































































居住年数 1 年未満：1 人 
1～5 年：4 人 
6～10 年：3 人 
11 年～15 年：5 人 
16 年以上：23 人 
1 年未満：1 人 
1～5 年：2 人 
6～10 年：4 人 
11 年～15 年：0 人 
16 年以上：17 人 
1 年未満：0 人 
1～5 年：3 人 
6～10 年：3 人 
11 年～15 年：0 人 
16 年以上：22 人 
1 年未満：1 人 
1～5 年：5 人 
6～10 年：1 人 
11 年～15 年：0 人 
16 年以上：19 人 
所有形態 持家：32 人 









次に基本属性と一般型・中庭型との関係についてχ２検定を行った。結果を図表 4-7 に示す。 
 
図表 4-7 基本属性と一般型・中庭型との関係   （数値はχ２検定有意確率） 
質問番号 F1 F２ F３ F４ F５ F６ F７ 
一般型・中庭型 0.508 0.108 0.260 0.721 0.387 0.076* 0.496 
質問番号 F８ F９ F10 F11 F12 F13 F14 
一般型・中庭型 0.052* 0.012** 0.374 0.073* 0.011** 0.188 0.926 
注：＊印は、＊＊＊が 1%水準で、＊＊が 5%水準で、＊が 10%水準で有意であることを示している。 
 但し質問番号 F１から F14 は、次の項目である。 
 F１：性別 F２：年齢 F３：世帯主 F４：家族構成 F５：家族の人数 
F６：子供がいるか F７：高齢者がいるか F８：就業の有無  
F９：趣味・サークル活動 F10：運動習慣 F11：健康感 F12：居住階数 
F13：居住歴 F14：所有形態 
 











 １） F６「子供がいるか」であるが、クロス集計表は図表 4-8 の通りである。 
 
 図表 4-8 子供がいるか 
 子供が 合計 
いる いない 
一般型 度数 13 47 60 
行比率 21.7% 78.3% 100.0% 
列比率 72.2% 49.5% 53.1% 
中庭型 度数 5 48 53 
行比率 9.4% 90.6% 100.0% 
列比率 27.8% 50.5% 46.9% 
合計 度数 18 95 113 
行比率 15.9% 84.1% 100.0% 




 ２） 次に F８「就業しているか」であるが、クロス集計表は図表 4-9 の通りである。 
 
 図表 4-9 就業しているか 
 就業して 合計 
いる いない 
一般型 度数 28 32 60 
行比率 46.7% 53.3% 100.0% 
列比率 44.4% 62.7% 52.6% 
中庭型 度数 35 19 54 
行比率 64.8% 35.2% 100.0% 
列比率 55.6% 37.3% 47.4% 
合計 度数 63 51 114 
行比率 55.3% 44.7% 100.0% 







 ３） 次に F９「趣味・サークル活動」であるが、クロス集計表は図表 4-10 の通りであ
る。 
 
 図表 4-10 趣味・サークル活動 
 趣味・サークル活動 合計 
仲間と一緒 一人で していない 
一般型 度数 28 14 18 60 
行比率 46.7% 23.3% 30.0% 100.0% 
列比率 50.9% 38.9% 78.3% 52.6% 
中庭型 度数 27 22 5 54 
行比率 50.0% 40.7% 9.3% 100.0% 
列比率 49.1% 61.1% 21.7% 47.4% 
合計 度数 55 36 23 114 
行比率 48.2% 31.6% 20.2% 100.0% 







 ４） 次に F11「健康感」であるが、クロス集計表は図表 4-11 の通りである。 
 図表 4-11 健康感 
 健康 合計 
である でない 
一般型 度数 40 20 60 
行比率 66.7% 33.3% 100.0% 
列比率 47.6% 66.7% 52.6% 
中庭型 度数 44 10 54 
行比率 81.5% 18.5% 100.0% 
列比率 52.4% 33.3% 47.4% 
合計 度数 84 30 114 
行比率 73.7% 26.3% 100.0% 






５） 次に F12「居住階数」であるが、クロス集計表は図表 4-12 の通りである。 
 
 図表 4-12 居住階数 
 居住階数 合計 
１階 ２～３階 ４～６階 ７階～ 
一般型 度数 6 19 26 9 60 
行比率 10.0% 31.7% 43.3% 15.0% 100.0% 
列比率 66.7% 41.3% 52.0% 100.0% 52.6% 
中庭型 度数 3 27 24 0 54 
行比率 5.6% 50.0% 44.4% 0.0% 100.0% 
列比率 33.3% 58.7% 48.0% 0.0% 47.4% 
合計 度数 9 46 50 9 114 
行比率 7.9% 40.4% 43.9% 7.9% 100.0% 




























（１）コミュニティ意識              






 ①近所エリア  
居住者が近所と考えている範囲について聞いてみた。結果を、図表 4-13 に示す。 
 
図表 4-13 近所エリア 
 両隣～同じ住棟内まで 近隣の住棟まで わからない ｎ（回答数） 
一般型 61.7% 30.0% 8.3% 60 




















図表 4-14 顔を知っている人が住んでいる家の数 
 
（一般型 ｎ：60、中庭型 ｎ：54） 
 
一般型では、5 戸未満 20.0%、6～10 戸 31.7%、11～20 戸 28.3%、21～50 戸 16.7%であ
るが、中庭型では、5 戸未満 24.1%、6～10 戸 16.7%、11～20 戸 24.1%、21～50 戸 27.8%










図表 4-15 顔を知っている人の住んでいる家の位置関係  
 











































しい人」が住んでいる家の戸数について聞いてみた。結果を図表 4-16 に示す。 
 
図表 4-16 親しい人が住んでいる家の戸数 
 
（一般型 ｎ：60、中庭型 ｎ：54） 
 
一般型では、1～2 戸が 26.7%、3～5 戸が 38.3%、6～10 戸が 13.3%、11～20 戸が 1.7%
で、中庭型では 1～2 戸が 27.8%、3～5 戸が 29.6%、6～10 戸が 22.2%、11～20 戸が 5.6%
































親しい人が住んでいる家の位置関係について聞いてみた。結果を、図表 4-17 に示す。 
 
図表 4-17 親しい人が住んでいる家の位置関係 
 











































図表 4-18 近所付き合いの必要性 
 
（一般型 ｎ：60、中庭型 ｎ：54） 
 










すいと思うか聞いてみた。結果を図表 4-19 に示す。 
 
図表 4-19 近所付き合いのしやすさ 
 















































図表 4-20 定住性  
 
（一般型 ｎ：60、中庭型 ｎ：54） 
 
























そう思う そう思わない わからない 
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図表 4-21 住み心地 
 











があるかどうか聞いてみた。結果を図表 4-20 に示す。 
 
図表 4-22 愛着感 
 




















































図表 4-23 コミュニティ意識はどこから生まれると思うか 
 









































図表 4-24 に示す。 
 
図表 4-24 コミュニティへ期待するもの 
 










































































住棟の内だけにいる 住棟の内外にいる 住棟の外だけにいる 住棟の内外にいない 
109 
 



















































近所付き合いの頻度について聞いてみた。結果を、図表 4-27 に示す。 
 
図表 4-27 近所付き合いの頻度 
 













近所付き合いの場所について聞いてみた。結果を、図表 4-28 に示す。 
 
図表 4-28 近所付き合いの場所 
 




































近所付き合いのきっかけについて聞いてみた（複数回答可）。結果を、図表 4-29 に示す。 
 
図表 4-29 近所付き合いのきっかけ 
 
（一般型 ｎ：60、中庭型 ｎ：54） 
 
「同じ住棟内のロビーや共用部で顔を合わせることから」と答えた人は、一般型で 63.3%、








































管理組合活動への参加状況について聞いた結果を、図表 4-30 に示す。 
 
図表 4-30 管理組合活動への参加 
 

























積極的に参加 時々参加 あまり参加しない 全く参加しない 
113 
 
 ②自治会活動への参加   
自治会活動への参加状況について聞いた結果を、図表 4-31 に示す。 
 
  図表 4-31 自治会活動への参加 
 









結果を、図表 4-32 に示す。 
 
図表 4-32 地域の行事・イベントへの参加 
 




































 ④地域のサークル活動への参加  
地域のサークル活動への参加状況について聞いた結果を、図表 4-33 に示す。 
 
図表 4-33 地域のサークル活動への参加 
 


































果を図表 4-34 に示す。 
 
図表 4-34 コミュニティ活動は増えたか 
 

















るかどうかについて聞いてみた、結果を図表 4-35 に示す。 
 
図表 4-35 地域ボランティア活動の経験 
 




























① 居住者の交流促進に有効なもの  
居住者の交流促進に有効なものは何だと思うかについて聞いてみた（複数回答可）。結果
を図表 4-36 に示す。 
 
  図表 4-36 居住者の交流促進に有効なもの 
 














































































図表 4-37 空間的形態 
A１．緑・植栽の良さについて A２．日当たりの良さについて 
A３．風通しの良さについて A４．音の反響など静けさの確保について 











じないを１とする５段階で、それぞれ評価してもらった。調査結果を、図表 4-39 及び 4-40










図表 4-39  中庭の空間的形態に関する満足度評価 
 非常に不満 やや不満 ふつう まあ満足 非常に満足 
A１ 1.9% 9.3% 27.8% 50.0% 11.1% 
A２ 1.9% 1.9% 20.4% 61.1% 14.8% 
A３ 0.0% 1.9% 33.3% 51.9% 13.0% 
A４ 3.7% 11.1% 42.6% 38.9% 3.7% 
A５ 0.0% 9.3% 48.1% 40.7% 1.9% 
A６ 3.7% 9.3% 50.0% 33.3% 3.7% 
A７ 5.6% 20.4% 57.4% 13.0% 3.7% 
A８ 0.0% 3.7% 33.3% 57.4% 5.6% 
A９ 3.7% 13.0% 42.6% 37.0% 3.7% 








図表 4-40 中庭の感覚的評価 
 大いに感じる 時々感じる ふつう あまり感じない まったく感じない 
B１ 1.9% 7.4% 20.4% 57.4% 13.0% 
B２ 3.7% 24.1% 37.0% 31.5% 3.7% 














各項目間及び総合的満足度との間の相関関係を調べた。その結果を、図表 4-41 及び 4-42
に示す。 
 
図表 4-41 形態的満足度          （上段は相関係数、下段は有意確率である。） 
 A１ A２ A３ A４ A５ A６ A７ A８ A９ A10 
























































































A９         1.000 0.419** 
0.002 
A10          1.000 
 
＊ 相関係数は 5%水準で有意（両側） ＊＊相関係数は 1%水準で有意（両側） 

























図表 4-42 感覚的評価 （上段は相関係数、下段は有意確率である。） 



















A４    1.000 
 
＊ 相関係数は 5%水準で有意（両側） ＊＊ 相関係数は 1%水準で有意（両側） 




























 図表 4-43 デンドログラム 
 
 
但し、縦軸の番号は以下を表す。１緑・植栽の良さ ２日当たりのよさ ３風通しの良さ 
４静けさの確保 ５地表面の仕上げ ６歩きやすさ ７使いやすさ ８住棟の高さ 








て、回帰分析を試みた。その結果を図表 4-44、4-45、4-46 に示す。 
 







1 0.765 0.586 0.561 0.511 
 
図表4-45  分散分析a 
モデル 平方和 df 平均平方 F 有意確率 
1 回帰 18.446 3 6.149 23.552 .000d 
残差 13.054 50 .261   
合計 31.500 53    
a. 従属変数 総合的満足度  
b.予測値: (定数)、緑, 歩きやすさ, 圧迫感 
 
 





率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 1.363 .468  2.914 .005 
緑 .485 .086 .553 5.654 .000 
歩きやすさ .310 .088 .331 3.511 .001 
圧迫感 -.267 .090 -.296 -2.953 .005 













































図表 4-47 中庭の利用内容と頻度 
どこかへ行くための通行用として １ ２ ３ ４ ５ 
立ち話などおしゃべりの場として １ ２ ３ ４ ５ 
子供の遊び場として １ ２ ３ ４ ５ 
散歩用（犬の散歩なども含む）として １ ２ ３ ４ ５ 
軽い運動の場として １ ２ ３ ４ ５ 
夕涼み・日向ぼっこなどをするため １ ２ ３ ４ ５ 
中庭の植木草花の手入れをするため １ ２ ３ ４ ５ 
行事・イベントなどの場として １ ２ ３ ４ ５ 
ほぼ毎日利用する＝５ よく利用する＝４ ときどき利用する（月に数回程度）＝３  
あまり利用しない（年に数回程度）＝２ 全く利用しない＝１ 
 
アンケート調査の結果を、図表 4-48 に示す。 
 











通行用として 14.8% 1.9% 22.2% 33.3% 27.8% 
立ち話などの場として 42.6% 40.7% 11.1% 3.7% 0.0% 
子供の遊び場として 74.1% 14.8% 7.4% 1.9% 0.0% 
散歩用として 94.3% 5.7% 0.0% 0.0% 0.0% 
軽い運動の場として 92.5% 7.5% 0.0% 0.0% 0.0% 
夕涼み・日向ぼっこなど 81.1% 15.1% 3.8% 0.0% 0.0% 
植木草花の手入れ 90.4% 7.7% 1.9% 0.0% 0.0% 




































り調べてみた。関係があった項目について結果を図表 4-49 に示す。 
 
図表 4-49 中庭の利用目的と人的要素の関係     （数値はχ２検定の有意確率） 







通行用として 0.240 0.608 0.461 0.764 0.190 0.881 
立ち話などの場として 0.615 0.632 0.737 0.024** 0.834 0.758 
子供の遊び場として 0.472 0.024** 0.006*** 0.599 0.410 0.707 
散歩用として 0.402 0.357 0.151 0.447 0.183 0.437 
軽い運動の場として 0.185 0.093* 0.151 0.375 0.539 0.067* 
夕涼み・日向ぼっこなど 0.107 0.323 0.178 0.820 0.904 0.334 
植木草花の手入れ 0.279 0.175 0.532 0.128 0.620 0.184 
イベント・行事などの場として 0.000*** 0.223 0.930 0.028** 0.108 0.177 




































つ中庭）で「ほぼ毎日」「よく使う」「ときどき」を合わせて 50%弱、10 番街（2 階にデッ



















水準以下で有意であったものを図表 4-50 に示してある。 
 
図表 4-50 中庭の満足度と中庭の利用の関係 
中庭の満足度 中庭の利用 χ２検定 
日当たりの良さ 通行用 0.000＊＊＊ 
静けさ 夕涼み・日向ぼっこなど 0.020＊＊ 
歩きやすさ 夕涼み・日向ぼっこなど 0.009＊＊＊ 
ベンチなどの使いやすさ 夕涼み・日向ぼっこなど 0.020＊＊ 
高さ 子供の遊び場 0.030＊＊ 
広さ 行事・イベントなど 0.034＊＊ 
安心感 子供の遊び場 0.007＊＊＊ 





















（４） 中庭の利用とコミュニティ形成指標との関係  
中庭の利用目的と、コミュニティ形成指標との関係をみるために、クロス集計を行い、
χ２検定により調べてみた。5％水準以下で有意であったものを図表 4-51 に示してある。 
 
図表 4-51 中庭の利用とコミュニティ形成指標との関係  
中庭の利用 コミュニティ形成指標 χ２検定 




立ち話の場 近所付き合い（挨拶をする程度） 0.034＊＊ 
子供の遊び場 近所付き合い（お互いの家の行き来） 0.025＊＊ 
近所付き合いのきっかけ 0.038＊＊ 
軽い運動の場 居住者の交流促進として有効なもの 0.080＊ 




























































































を図表 4-54、4-55 に示す。 
 



















































図表 4-56 中庭の居住者以外の利用 
 よいことである 好ましくない どちらでもない 
C 棟（開放型） 3.6% 60.7% 35.7% 
D 棟（閉鎖型） 7.7% 80.8% 11.5% 
（中庭型 ｎ＝54） 
 







C 棟（開放型） 14.3% 60.7% 10.7% 
D 棟（閉鎖型） 7.7% 73.1% 15.4% 
（中庭型 ｎ＝41） 
  
図表 4-56 をみると、C 棟は「好ましくない」が 60.7%、「どちらでもない」が 35.7%と
なっており、D 棟では「好ましくない」が 80.8%と圧倒的に多い。 
 図表 4-57 をみると、居住者以外の利用が好ましくない理由として、「知らない人が入る
































































































































合住宅と一般型集合住宅の居住者アンケート調査報告－」『日本計画行政学会第 37 回 
全国大会ワークショップ』一橋大学開催において発表（2014.9.13）。 
b.安田純（2014）「中庭型中層集合住宅とコミュニティ形成の関係－居住者アンケート 




るアンケート調査結果－」『日本計画行政学会・社会情報学会共催 第 9 回若手研究交 
流会』東京工業大学開催において発表（2015.3.7）、及び『日本計画行政学会・社会情
報学会共催 第 9 回若手研究交流会 予稿集』81-84 頁掲載。 
２）齊藤広子（2001）「計画的戸建住宅地における道路形態が近隣コミュニティ形成に与え









アリングによる。2014 年 7 月 28 日実施。 
７）鈴木雅之・服部岑生・田所孝一郎（1997）「居住者による中庭の利用実態とその要因－
幕張ベイタウン・パティオスの集合住宅計画に関する研究（その１）」『日本建築学会






















































































































































































































































による回収とした。調査期間は、2014 年 7 月から 8 月にかけて実施し、回収率は 23.6%～






























































































































































































































Beard, J. R., Petitot, C. (2010) Ageing and Urbanization: Can Cities be Designed to Foster Active 
Ageing ?, Public Health Reviews, Vol. 32, No.2, pp.427-450 
Cannuscio, C. et al. (2003) Social Capital and Successful Aging: The Role of Senior Housing, 
American College of Physicians, pp.395-399 
Houben, P.P.J. (1993) New Combination of Housing and Care for the Elderly in the Netherlands, 
Netherlands Journal of Housing and the Built Environment,Vol.8, No.3,pp.301-325 
Houben, P.P.J. (1997) Challenges in the Modernization of Dutch Housing and Care for the Elderly, 
Housing Studies,Vol.12,No.3, pp.355-366 
Houben, P.P.J. (2001) Changing Housing for Elderly People and Co-ordination Issues in Europe, 
Housing Studies, Vol. 16, No.5,pp.651-673 
Howden-Chapman, P. et al. (2007) Effect of insulating existing houses on health inequality: cluster 
randomized study in community, BMJ 
Kemeny, J. (1995) From Public Housing to the Social Market: Rental Policy Strategies in 
Comparative Perspective, Routledge 
Kemeny, J. (2001) Comparative housing and welfare: theorizing the relationship, Journal of Housing 
and the Built Environment, 16(1), pp.53-70 
Kemeny, J. (2006) Corporatism and housing regimes, Housing, Theory and Society, 23(1), pp.1-18 
Kuo,F.E. et al.(1998) Fertile Ground for Community: Inner-City Neighborhood Common Spaces, 
American Journal of Community Psychology, Vol.26, No. 6, pp.823-851 
Marshall, V. W. et al. (2005) Cultivating Social Work Leadership in Health Promotion and Aging: 
Strategies for Active Aging Interventions, Health & Social Work, pp.135-143   
Lui, CW. , Everingham, JA., Warburton,J., Cuthill, M. , Bartlett, H.(2009) What makes a community 
age-friendly: A review of international literature, Australasian Journal on Ageing, Vol.28, Issue3, 
pp.116-121 
Ory, M. et al. (2010) Building Healthy Communities for Active Aging: A National Recognition 
Program, Journal of the American Society on Aging, Winter 2009-2010, pp.82-84 
Pastalan, L.A. (1997) An introduction to international perspectives on shelter and service issues for 
aging populations, Journal of Housing for the Elderly, Vol.12,No.1/2,pp.1-7 
Perks, T., Haan, M. (2010) The Dwelling-Type Choices of Older Canadians and Future  
Housing Demand: An Investigation Using the Aging and Social Support Survey (GSS16),  




Plouffe,L. and Kalache,A. (2010) Towards Global Age-Friendly Cities: Determining Urban Features 
that Promote Active Aging, Journal of Urban Health: Bulletin of New York Academy of Medicine, 
Vol.87, No.5, pp.733-739 
Pynoos, J. et al. (2009) Lifelong Housing: The Anchor in Aging-Friendly Communities, Journal of  
American Society on Aging, Summer 2009, pp.26-32 
Rosen, S.(1974) Hedonic Prices and Implicit Markets：Product Differentiation in Pure Competition, 
 The Journal of Political Economy, Vol. 82, No1, pp.34-55 
Tiebou, C.M. (1956) A Pure Theory of Local Expenditures, The Journal of Political 
Economy,Vol.64, No.5, pp.416-424 
World Health Organization (2002) Active Ageing : A Policy Framework, 
(http://whqlibdoc.who.int/hq/2002/who_nmh_nph_02.8.pdf) 2011/10/15 



















































































































































ス」を事例として－」『日本都市社会学年報』第 28 号、253-269 頁 
加藤素子（2011）「高齢者コミュニティの居住環境と生活の質についての一考察：米国メリ












『日本建築学会計画系論文集』第 73 巻、第 633 号、2309-2315 頁 
































































































































































街区、そして建築－」『造景 No.７』建築資料研究部、90-93 頁 
園田眞理子（1993）『世界の高齢者住宅－日本・アメリカ・ヨーロッパ－』日本建築センタ
ー 





















ト」『建築雑誌 Journal of Architecture and Building Science』Vol.121, No.1542、36-37
頁 
タプスコット，D．、ウィリアムズ，A．D．著、井口耕二訳（2007）『ウィキノミクス－マ










































































































2 月号、18-24 頁 
原科幸彦（1995a）「都市の居住環境と成長管理」『都市問題研究』第 47 巻、第 6 号、3-16
頁 






























































































































用いて計測した事例」『不動産鑑定』第 46 巻、第 12 号＜通巻 567 号＞、住宅新報社 
安田純・廣野桂子（2010a）「住環境アメニティが住宅価格に及ぼす影響」『日本大学ビジネ
ス・リサーチ』第 7 巻、168-182 頁 




















































                         
皆 様 
 
                        千葉商科大学大学院政策研究科 




















担当： 安田（やすだ） 電話：０９０－４４１４－３６３１ 
〒272-0033 千葉県市川市国府台１－３－１ 第７号館 S－６０１号室 
 









                         
幕張ベイタウンにお住いの皆様 
 
                        千葉商科大学大学院政策研究科 



















担当： 安田（やすだ） 電話：０９０－４４１４－３６３１ 
〒272-0033 千葉県市川市国府台１－３－１ 第７号館 S－６０１号室 
 













１ 男 ２ 女 
 
F２ あなたの年齢は、次のどの範囲に入りますか。 
１ ~19 歳 ２ 20~39 歳 ３ 40~59 歳 ４ 60～64 歳 ５ 65 歳～ 
 
F３ あなたは、世帯主ですか。 
１ 世帯主である ２ 世帯主でない 
 
F４ あなたの家族構成は、どれですか。 
１ ひとり世帯 ２ 夫婦のみ ３ 親と子ども（二世代） 
４ 親と子どもと祖父母（三世代） ５ その他（               ） 
 
F５ あなたがご一緒にお住いの家族の人数について、あなたを含めて何人いらっしゃいますか。 
１ １人 ２ ２人 ３ ３人 ４ ４人 ５ ５人以上 
 
F６ あなたがご一緒にお住いの家族に小学生以下の子供はいらっしゃいますか。 




１ いる ２ いない 
 
F８ あなたは就業していますか。 













１ 運動の習慣がある ２ 運動の習慣はない 
 
F11 あなたはご自分で健康であると感じていますか。 




１ １階 ２ ２～３階 ３ ４～６階 ４ ７階以上 
 
F13 あなたは入居されてから何年が経ちますか。 
１ １年未満 ２ １～５年 ３ ６～１０年 ４ １１～１５年 ５ １６年以上 
 
F14 あなたのお住まいの所有形態は、どちらですか。 






１ 両隣 ２ 同じフロアーの一部 ３ 同じフロアー 
４ 同じフロアー及び上下階のフロアー ５ 同じ住棟街区内 




１ ０戸 ２ １～２戸 ３ ３～５戸 ４ ６～１０戸 















１ ０戸 ２ １～２戸 ３ ３～５戸 ４ ６～１０戸 
５ １１～２０戸  ６ ２１～５０戸 ７ それ以上（  ） ８ わからない 
 
Q５ あなたが Q４で親しいとお答えの人が住んでいる家は、次のどれに属しますか。 
１ 全ての人が同じ住棟街区内に住んでいる 
２ ほとんどの人が同じ住棟街区内だが、一部他の住棟街区に住んでいる 




























































１ 挨拶をする程度の人 １ ２ ３   ４ 
２ 世間話や立ち話をする程度の人 １ ２ ３   ４ 
３ お互いの家の行き来をする人 １ ２ ３ ４ 
４ 相談事を話し合える人 １ ２ ３   ４ 
５ その他（                   ） １ ２ ３ ４ 
 
Q７ あなたは、どのくらいの頻度で近所の人と会ったり、話をしたりしますか。 





１ お互いの家 ２ 共用部（ロビー、廊下、庭など）  









６ その他（                                    ） 
 
Q10 あなたは、近所付き合いは必要だと思いますか。 
１ 大いに必要 ２ まあ必要 
３ あまり必要とは思わない ４ まったく必要ない ５ わからない 
 
Q11 あなたは、お住まいの地域は近所付き合いをしやすいと思いますか。 
１ 大変付き合いやすい ２ まあ付き合いやすい 
３ あまり付き合いやすくない  ４ 付き合いにくい  
５ わからない 
 
 [３] お住まいについて、あなたのお考えをお伺いします。 
Q12 あなたは現在お住まいに、ずっと住んでいようと思いますか。 
１ そう思う ２ そう思わない ３ わからない 
 
Q13 あなたは現在のお住まいの住み心地についてどう思いますか。 
１ 大変満足している ２まあ満足している  ３ ふつう 
４ 少し不満である ５ 大変不満である 
 
Q14 あなたは現在のお住まい（建物、地域）に愛着感はありますか。 
１ 大いにある ２ まあある ３ ふつう 






















４ その他（                                    ） 
 
Q17 あなたは管理組合活動に、どの程度参加されますか。 
１ 積極的に参加する ２ 時々参加する 
３ あまり参加しない ４ まったく参加しない 
 
Q18 あなたは自治会活動に、どの程度参加されますか。 
１ 積極的に参加する ２ 時々参加する 
３ あまり参加しない ４ まったく参加しない 
 
Q19 あなたは地域の行事・イベントに、どの程度参加されますか。 
１ 積極的に参加する ２ 時々参加する 
３ あまり参加しない ４ まったく参加しない 
 
Q20 あなたは地域のサークル活動に、どの程度参加されますか。 
１ 積極的に参加する ２ 時々参加する 






１ 増えた ２ 変わらない ３ 減った 
 
Q22 あなたはボランティア活動の経験がありますか。 








































ほぼ毎日利用する＝５          よく利用する（週に１回以上）＝４ 
ときどき利用する（月に数回程度）＝３  あまり利用しない（年に数回程度）＝２ 
まったく利用しない＝１ 
１ どこかへ行くための通行用として ５ ４ ３ ２ １ 
２ 立ち話などおしゃべりの場として ５ ４ ３ ２ １ 
３ 子どもの遊び場として ５ ４ ３ ２ １ 
４ 散歩用(犬の散歩なども含む)として ５ ４ ３ ２ １ 
５ 軽い運動の場として ５ ４ ３ ２ １ 
６ 夕涼み・日向ぼっこなどをするため ５ ４ ３ ２ １ 
７ 中庭の植木草花の手入れをするため ５ ４ ３ ２ １ 
８ 行事・イベントなどの場として ５ ４ ３ ２ １ 
９ その他（                ） ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q25 あなたは次の中庭の形態について、どの程度満足していますか、以下の項目それぞれにつ























１ 緑・植栽の良さについて ５ ４ ３ ２ １ 
２ 日当たりの良さについて ５ ４ ３ ２ １ 
３ 風通しの良さについて ５ ４ ３ ２ １ 
４ 音の反響など静けさの確保について ５ ４ ３ ２ １ 
５ 地表面の仕上げについて（芝生、タイル敷き等） ５ ４ ３ ２ １ 
６ 通路・遊歩道の歩きやすさについて ５ ４ ３ ２ １ 
７ ベンチなどの使いやすさについて ５ ４ ３ ２ １ 
８ 中庭を囲む住棟の高さについて ５ ４ ３ ２ １ 


































１ 囲まれているような圧迫感について      ５ ４ ３ ２ １ 
２ 囲まれていることによる安心感について    ５ ４ ３ ２ １ 
３ 人に見られているような感じについて     ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q27 あなたは中庭について総合的にどの程度満足していますか、「非常に満足」を 5 点、「非常





























１ よいことである ２ 好ましくない  ３ どちらでもない 
 
SQ28-1  Q28 の質問で、２に回答した人に、お聞きします。 

















１ 役立つと思う ２ 少しは役立つと思う 
３ あまり役立つとは思わない ４ まったく役立つとは思わない 
 
SQ29-1 Q29 の質問で１または２と答えた人に、お聞きします。 
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第 46 巻、第 12 号
＜通巻 567 号＞、
住宅新報社 
 
 
住宅地価格に及ぼす住環境アメニテ
ィの影響を客観的、定量的に測定し
ようとしたものである。ヘドニック
法により、東京都内の京王線・都営
新宿線及び中央線・総武線沿線の住
宅地を対象に分析帰した。結果、住
環境アメニティを属性とする住宅地
価格関数が得られた。また、地域の
住環境アメニティを定量的に評価で
きる関数形を得ることができた。医
療利便性は住宅地価格にプラスに、
老人施設はマイナスに働くことなど
が示されている。 
 
住宅地価格に及ぼす影響をヘドニッ
ク法を用いて分析した事例を紹介し
ている。閑静な住宅地造りや、防火・
準防火地域の指定範囲の拡大は、住
環境アメニティの向上に有効である
ことを示している。 
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